別紙１
令和８年度「就労継続支援Ｂ型事業所マネジメント事業」参加要件確認事項
	事業所番号
	
	事業所名
	

	管理者名
	

	事業所住所
	




	
	項目
	確認
事項（〇）

	１
	東京都内に開設されている就労継続支援Ｂ型事業所である。
	

	２
	令和６年４月１日以前に開設している事業所である
	

	３
	令和６年度の平均工賃が、「２８,０００円」（東京都工賃向上計画における令和８年度の目標工賃）以下である。
	

	４
	生産活動や利用者支援を工夫しながら運営しているものの、以下のいずれかに該当する状況である。
・令和６年度から令和７年度にかけての２年間における平均工賃が、　伸び悩んでいる又は減少している
・工賃向上を目指す上で、生産活動や利用者の重度・高齢化、組織運営等について課題を抱えている
	

	５
	本事業で専門家等を派遣する部門において、現在、事業所に区市町村からの支援事業等でコンサル等の派遣が入っていない、又は、入る予定はない。また、事業所で独自にコンサルやアドバイザー等を入れていない。
※東京都の他事業（KURUMIRU、工賃アップセミナー等）は除く
	

	６
	虐待事案などの重大事故が発生していない。
（令和５年度から現在までの期間）
	



※１　本事業では、年度末に本事業における効果検証結果等を発表するＢ型事業所向けの報告会を開催する予定としており、対象となった事業所には、発表等していただく場合がありますことをご理解ください。
[bookmark: _heading=h.gjdgxs]※２　事業所の選定に当たっては、申請内容を確認（状況によってはヒアリング等実施する場合有）の上、障害種別や生産活動の内容、実施結果を展開させるなど、全体の状況を踏まえ、決定していきます。予めご理解ください。
※３　事業所への専門家（アドバイザー）等の派遣については、都が実費負担をしますが、
本事業の結果、生産活動のためにかかる機材や材料等の費用については、事業所側の負
担となります。予めご理解ください。
※４　令和６年４月１日以降に開設している事業所については、まず都が実施する工賃アップセミナーを受講することを推奨いたします。
上記事項と異なる内容が事業所において確認された場合や、虐待事案などの重大事故が発生した場合は、速やかにモデル事業の参加を取りやめることを誓約します。
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